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1. はじめに 
大規模な災害が発生しても重要な情報を失うことなく，

また必要な時間内に入手可能とする高可用情報ストレー

ジ基盤を文部科学省の委託事業として東北大学，(株)日

立製作所，(株)日立ソリューションズ東日本の 3 機関で

開発している 1)．このストレージ基盤の特徴はデータの

複製を比較的距離の近い場所に同時被災リスクを考慮し

て配置する 2)ことである．複製したデータが比較的近距

離にあるので広域通信障害でネットワークが使えない場

合でも徒歩等で移動し短時間でバックアップからデータ

を取得できる． 

被災者の投薬情報が災害時医療に有用である 3)ことか

ら，本事業では電子お薬手帳を題材とし，仙台市周辺で

今後起こりうる災害を想定した実証シナリオを作成し，

このシナリオに基づいて情報ストレージ基盤の高可用性

の実証を行う．実証実験は 2 回に分けて実施し，一次実

証実験は 10 万人規模，二次実証実験は 100 万人規模の

ユーザを想定して行う．本報告では，2016 年度に実施

する二次実証実験の実証方法，特に，実証シナリオの設

定について述べる． 

2. 実証実験の概要 

2.1 実証項目 
ストレージ基盤の耐災害性について以下の 2 つの項目

を実証する． 

(1)データ可用性 

基盤を構成する半数の拠点損壊時に「90％以上の」投

薬履歴データを取得できることを実証する．複数の半数

拠点損壊パターンでのデータ参照成功率（可用性）を求

め，その平均値が 90％ 以上となることを実証する． 

(2)データ取得時間 

基盤を構成する半数の拠点損壊時に「3 時間以内」に

投薬情報を取得できることを実証する．複数のユーザが

データ取得に要する時間を実験で求め，90％以上のユー

ザが 3 時間以内にデータを取得できるかどうかを実証す

る． 

2.2 実証方法 
東日本大震災で甚大な被害を受けた仙台市および周辺

(以下実証フィールドと記す)で高可用性情報ストレージ

基盤および電子お薬手帳システムが利用されることを想 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

定する．ユーザのデータを格納する拠点ストレージは，

実証フィールド内に存在する 108 の医療機関に設置され

るものとする．データ可用性とデータ取得時間の評価に

は，宗形らが一次実証実験時に確立した手法を使用する
4)．半数拠点損壊を実験の前提条件としているが，すべ

ての半数拠点損壊パターン(=108C54)での実験実施は現実

には困難である．実証実験で半数拠点損壊確率の高い損

壊パターンを使用するため，実証シナリオを検討，設定

する． 

3. 実証シナリオの検討と設定 
実証フィールドに適した実証シナリオを設定し，各拠

点の損壊確率を推計し，半数拠点損壊確率を推計する． 

3.1  一次実証実験で生じた課題 
2014 年度に実施した一次実証実験では，防災科学研

究所の J-SHIS5)で公開されている確率論的地震動予測地

図により今後 30 年間に発生しうるすべての地震を考慮

した地震動の超過確率を使用し，実証シナリオを設定し

た．前述の「すべての地震」には，活断層など陸域と海

域の浅い地震，海溝型で震源断層を特定できる地震，海

溝型で震源断層が特定しにくい地震が含まれる．本実験

の実証フィールドでいえば，長町利府断層帯地震や東日

本大震災，宮城県沖地震，三陸沖地震などがすべて含ま

れた超過確率となっている．今後 30 年間に周辺で発生

する可能性のあるすべての地震を確率論的にモデル化し

た地震動の超過確率から損壊確率を推計することで災害

の網羅性を考慮できる．但し，すべての地震を考慮した

地震動の超過確率を用いるため，１つの地震により発生

する地震動の強さを表していない．このため，震源域の

局地性の視点からは同時損壊が起こり得ない拠点の組合

せの損壊が評価対象に含まれるという課題があった． 

3.2 課題を解決する実証シナリオの設定 
一次実証実験で生じた課題を踏まえて，二次実証実験

では，前述の「すべての地震」の他に，震源域のタイプ

で分類された地震，内陸活断層の地震について考慮し，

災害の網羅性と震源域の局地性の両方の視点から評価す

ることにした．このことで，実際により近い条件での耐

災害性目標の評価が可能となる． 

実証シナリオは，実際により近い条件で評価するため

実証フィールドで生じる地震による災害と，地震および

津波による災害の 2 つのモデルを考慮する． 

3.2.1 地震による災害の実証シナリオと拠点損壊

確率 
地震による災害では，各拠点の損壊確率を推計するた

めに， J-SHIS5)で公開されている地震動予測地図のデー

タと阪神大震災以降の地震被害データから構築された建

物被害関数 6）を利用する．「すべての地震」，震源域の

タイプで分類された地震，内陸活断層の地震，それぞれ

について，損壊確率の推計方法と半数拠点損壊パターン
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の選択方法を述べる． 

(1)今後 30年間に発生しうるすべての地震 
今後 30 年間に発生しうるすべての地震を考慮した地

震動の超過確率を用い，各拠点の損壊確率を推計し，損

壊確率上位の半数拠点損壊パターンを複数選択する． 

(2)震源域のタイプで分類される地震 
政府の地震調査研究推進本部では，多種多様の地震を

3 つの地震カテゴリーに分類している 5)．地震カテゴリ

ーの分類を表 1 に示す．それぞれの地震カテゴリーごと

の地震動の超過確率を使用し，各拠点の損壊確率を推計

する．地震カテゴリーごとに，損壊確率の最も高い半数

拠点損壊パターンを選択する． 

表 1 地震カテゴリーの分類 
カテゴリー名 地震の分類 

地震カテゴリーⅠ 海溝型地震のうち震源断層を特

定できる地震 

地震カテゴリーⅡ 海溝型地震のうち震源断層を特

定できない地震 

地震カテゴリーⅢ 活断層など陸域と海域の浅い地

震 

 

(3)宮城県および周辺の活断層に発生する地震 
J-SHIS5)で公開されている震源断層を特定した地震動

予測地図による条件付超過確率(以下条件付超過確率と

記す)を使用して，各拠点の損壊確率を推計し，震源断

層ごとに，損壊確率の最も高い半数拠点損壊パターンを

選択する．また，海溝型地震のうち東北地方太平洋沖型

地震について条件付超過確率が公開されているので，こ

れを使用して各拠点の損壊確率を推計し，損壊確率の最

も高い半数拠点損壊パターンを選択する． 

3.2.2 地震と津波による災害の実証シナリオと拠

点損壊確率 
地震と津波による災害では海溝型地震を想定した実証

シナリオとする．地震の実証シナリオから推計される各

拠点の損壊確率と地震により発生する津波から推計され

る浸水域内拠点の損壊確率を用いて，地震と津波による

拠点の損壊確率を推計する． 

前述の地震カテゴリーのうち海溝型地震を示す地震カ

テゴリーⅠ，地震カテゴリーⅡ，それぞれの地震動の超

過確率から各拠点の損壊確率を推計する．また，東北地

方太平洋沖型地震について，条件付超過確率を利用して

各拠点の損壊確率を推計する． 

津波被害は，東日本大震災による津波被害 7)で近似し，

津波被害関数 8)を利用して浸水拠点の全損率を推計する． 

 

表 2 半数拠点損壊パターン評価数 
災害 視点 地震のタイプ 評価数 

地震 

災害 

災害の

網羅性 

今後 30 年間に発生しうる

すべての地震 

20 

震源断

層の局

地性 

震源域のタイプで分類され

る地震 

3 

宮城県および周辺の活断層

に発生する地震 

14 

東北地方太平洋沖型地震 1 

地 震

＋ 津

波 

震源断

層の局

地性 

地震カテゴリーⅠ， 

地震カテゴリーⅡ， 

東北地方太平洋沖型地震 

3 

地震と津波による拠点の損壊確率を用いて，地震カテゴ

リーⅠ，地震カテゴリーⅡ，東北地方太平洋沖型地震に

ついて，損壊確率の最も高い半数拠点損壊パターンを選

択する． 

3.3  半数拠点損壊パターンの評価数 
 半数拠点損壊パターンの評価数を表 2に示す． 

災害の網羅性と震源断層の局地性の両方をできるだけ

均等に評価するために，それぞれの視点について，ほぼ

同数の半数拠点損壊パターンで評価する． 

4. おわりに 
 高可用性情報ストレージ基盤の耐災害性を評価するた

めの実証シナリオを設定する．2014 年度に実施した一

次実証実験で使用した実証シナリオは，今後 30 年間に

発生しうるすべての地震を考慮し，災害の網羅性の視点

から評価したものであり，震源域の局地性の視点からは

同時損壊が起こり得ない拠点の組合せの損壊が評価対象

に含まれるという課題があった．この課題を踏まえて，

前述の「すべての地震」の他に，震源域のタイプで分類

された地震，内陸活断層の地震について考慮し，災害の

網羅性と震源域の局地性の両方の視点から評価すること

にした．このことで，実際により近い条件での耐災害性

目標の評価が可能となった．今回設定した実証シナリオ

を 2016 年度に実施する二次実証実験で使用し，高可用

性情報ストレージ基盤の耐災害性を評価する． 
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